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要  旨 
  国際社会における地球環境保護への関心の高まりとともに多くの多数国間環境条約




ものが存在する。MEA に基づくそのような貿易制限措置が、ある WTO 加盟国から他の
WTO 加盟国に対して発動される場合には、後者が当該 MEA の当事国であるか否かに関わ
りなく、当該措置の WTO 法との適合性が問題となりうる。現在までのところ、このような
MEA に基づく貿易制限措置の WTO 法適合性について WTO 紛争解決手続が援用された事
例は存在しないが、今後この種の貿易制限措置の利用が増加するとともに、そのような紛
争事例が発生する可能性は否定できない。ドーハ開発アジェンダの交渉議題に「既存の
WTO 規則と MEA に規定される特定の貿易義務との関係」という事項が含まれたのもその
ような問題意識からであろう。 ところで、 実際にそのような紛争が WTO 紛争解決手続に付
託された場合に、同手続において MEA はどのような位置づけを与えられるのであろうか。
パネルや上級委員会は、 そもそも MEA の中の抵触規則や一般国際法上の抵触規則に従って
MEA を優先的に適用し、当該 MEA に基づく貿易制限措置の WTO 法適合性を認めること
ができるのであろうか。MEA を含むその他の国際法がはたして WTO の紛争解決手続にお
いて適用法となりうるのかは、きわめて論争的な問題とされてきた。本稿は、肯定説を展
開する Pauwelyn の理論を、否定説を展開する Trachtman の理論と対比しつつ詳細に分析
することにより、 パネルや上級委員会が MEA に基づく貿易制限措置の適合性問題を付託さ















MEA に基づくそのような貿易制限措置が、 ある WTO 加盟国から他の WTO 加
盟国に対して発動される場合には、後者が当該 MEA の当事国であるか否かに関
わりなく、当該措置の WTO 法との適合性が問題となりうる。措置の対象国が当
該 MEA の当事国である場合には、当該 MEA と WTO 法の抵触問題も発生する
可能性がある。対象国が当該 MEA の非当事国である場合には、当該措置は明ら















進国の不参加の現状は、 MEA に基づく貿易制限措置が当該 MEA の非当事国を対








に従って MEA を優先的に適用し、当該 MEA に基づく貿易制限措置の WTO 法
適合性を認めることができるのであろうか。 
WTO の紛争解決に係る規則及び手続に関する了解(DSU)には、 国際司法裁判所
(ICJ)規程 38 条 1 項6や国連海洋法条約 293 条 1 項7に相当するような、紛争解決
                                                  
1  ドーハ閣僚宣言 31 項、2001 年 11 月 14 日、参照。ただし、交渉の範囲につい
て次のような制限が付されている。 「交渉は、その範囲を当該 MEA の当事国間で
の既存の WTO 規則の適用可能性に限定され･･･、当該 MEA の非当事国である
WTO 加盟国の WTO 上の権利を害さないものとする。 」したがって、上述の図１
で言えば、A 国が B 国に対して発動する貿易制限措置への WTO 規則の適用可能
性だけが交渉の範囲に含まれ、A 国が D 国に対して発動する貿易制限措置は交渉
の範囲外に置かれることになる。 
2  海洋法に関する国際連合条約、1996 年 6 月 7 日国会承認、6 月 20 日批准書寄
託、7 月 12 日公布（条約第 6 号） 、7 月 20 日効力発生。 
3  バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書、 2003 年 5 月 22 日国会承認、 2003
年 11 月 21 日加入書寄託（条約第７号） 、2004 年 2 月 19 日効力発生。 
4  気候変動に関する国際連合枠組条約京都議定書、 2002 年 5 月 31 日国会承認、 6
月 4 日受諾書寄託、2005 年 1 月 20 日公布（条約第 1 号） 。 
5  後述 19 頁参照。 
6  次のように規定する。   4
手続の適用法に関する一般的な規定が存在しない。もっぱら DSU3 条 2 項が、
WTO の紛争解決制度は「対象協定に基づく加盟国の権利及び義務を維持し並
びに解釈に関する国際法上の慣習的規則に従って対象協定の現行の規定の解
釈を明らかにすることに資するものである」 と規定し、 少なくとも WTO 対象
協定それ自体と 「解釈に関する国際法上の慣習的規則」 が適用法となることを
示唆するにとどまる。このため、対象協定および「解釈に関する国際法上の慣
習的規則」以外の、MEA を含むその他の国際法がはたして WTO の紛争解決手
続において適用法となりうるのかは、きわめて論争的な問題とされてきた8。 
                                                                                                                                   
「第 38 条  
    １．裁判所は、付託される紛争を国際法に従って裁判することを任務とし、 
次のものを適用する。 
a.  一般又は特別の国際条約で係争国が明らかに認めた規則を確立している 
もの 
b.  法として認められた一般慣行の証拠としての国際慣習 
c.  文明国が認めた法の一般原則 
d.  法則決定の補助手段としての裁判上の判決及び諸国の最も優秀な国際法
学者の学説。但し、第 59 条の規定に従うことを条件とする。 」 
7次のように規定する 
「第 293 条 
    １．この節の規定に基づいて管轄権を有する裁判所は、この条約及びこの 
条約に反しない国際法の他の規則を適用する。 」 
8  この問題を扱う主要な文献または論文として次のものがある。 Joost Pauwelyn, 
Conflict of Norms in Public International Law: How WTO Law Relates to 
Other Rules of International Law(2003); id., The Application of Non-WTO 
Rules of International Law in WTO Dispute Settlement, The World Trade 
Organization: Legal, Economic and Political Analysis, Vol. 1, (Patrick F. J. 
Macrory, Arthur E. Appleton and Michael G. Plummer eds.), at 
1405(2005)(hereinafter Pauwelyn(2005)) （以下、 Pauwelyn の所説についてはよ
り新しい後者の論文 Pauwelyn(2005)を引用する。 ）; Joel Trachtman, The 
Domain of WTO Dispute Resolution, 40 Harv. Int'l L.J. 333(1999)(hereinafter 
Trachtman (1999)); id., Jurisdiction in WTO dispute settlement, Key Issues in 
WTO Dispute Settlement: The First Ten Years (Rufus Yerxa and Bruce Wilson 
eds.), at 134(2005)(hereinafter Trachtman(2005))(以下、Trachtman の所説につ
いてもより新しい後者の論文 Trachtman(2005)を引用する。 ）; Gabrielle 
Marceau, A Call for Coherence in International Law, Praises for the 
Prohibition Against “Clinical Isolation” in WTO Dispute Settlement, 33(5) J. 
W. T. 87(1999)(hereinafter Marceau(1999)); id., Conflicts of Norms and 
Conflicts of Jurisdictions, The Relationship between the WTO Agreement and 
MEAs and other Treaties, 35(6) J. W. T. 1081(2001)(hereinafter 
Marceau(2001)); Bartels, Applicable Law in WTO Dispute Settlement 























  第１に、DSU1 条 1 項によれば、DSU は、 「附属書一に掲げる協定（この了解
において「対象協定」という。 ）の協議及び紛争解決に関する規定に従って提起さ
                                                                                                                                   
Dispelling the Chimera of ‘Self-Contained Regimes’ International Law and the 
WTO, 16-5 European J. Int’l L. 857, 860 (2005).また、邦語論文として、岩沢雄
司「WTO 紛争処理の国際法上の意義と特質」国際法学会編『日本の国際法の 100
年(9)紛争の解決』215 頁以下(2001)および同「WTO 法と非 WTO 法の交錯」 、ジ
ュリスト 1254 号、20 頁以下(2003)がある。 
9  See Fragmentation of International Law: Difficulties Arising from the 
Diversification and Expansion of International Law, Report of the Study 
Group of the International Law Commission Finalized by Matti Koskenniemi, 
UN Doc. A/CN. 4/L. 682, 13 April 2006. 
10 Pauwelyn は、実体的管轄権を、 「強制的な DSU 制度の下で WTO 加盟国が提
起しうる法的請求の種類を意味する」 とする。 See Pauwelyn(2005), supra note8, 
at 1409(2005).   6
れる紛争  」ならびに「 ［WTO 設立協定および DSU］に基づく権利及び義務に関
する加盟国間の協議及び紛争解決」について適用される。 
  したがって、たとえば、DSU は 1994 年の関税及び貿易に関する一般協定
（GATT）23 条の下で提起される紛争に適用される。同 23 条によれば、加盟国
は、(a)他の加盟国がこの協定に基づく義務の履行を怠った結果として（いわ
ゆる違反申立）、(b)他の加盟国がこの協定の規定に抵触するかどうかを問わ









して書面により申立又は提案をすることができる （傍点筆者） 」 とされている。 
  また、サービスの貿易に関する一般協定（GATS）の下でも、DSU が適用され








いると認める場合」(3 項)に、DSU を適用することができるとされている。 













































もっとも次のような 2 点に留意する必要がある。第 1 に、一般に、パネル
や上級委員会のような国際的裁判機関の実体的管轄権は、 紛争当事国の同意に
依拠する。 上述した DSU の諸規定はこのような意味では紛争当事国の事前の





                                                  








12  See Pauwelyn(2005), supra note 8, at 1409. See also Trachtman(2005), 





Pauwelyn(2005), id., at 1409. 
14  Id., at 1410. 
15  さらに、DSU25 条は紛争当事国の合意により「紛争解決の代替的な手段」
として仲裁への付託を許容している。 そのため、 パネルや上級委員会の実体的
管轄権とは別に、DSU の下での WTO の紛争解決手続の実体的管轄権は、仲
裁に付託される紛争の種類によっては拡張される余地がある。   8
うな広い意味での WTO のマンデート内に限定されるとみるべきで、WTO 法
以外の国際法上の請求一般にまで及ぶとみることができるかは疑わしいであ
ろう16。 
第 2 に、 対象協定のいくつかは既存の非 WTO 条約の規則を明示的に編入し
たり、参照基準として言及したりしている。たとえば、そのような編入の顕著
な例としては、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）が





















                                                  
16  See Pauwelyn(2005), supra note 8, at 1409 and n. 17.   
17  パリ条約について TRIPS 協定 2 条 1 項、ベルヌ条約について TRIPS 協定 9
条１項、ローマ条約について TRIPS 協定 14 条 6 項、および集積回路について
の知的所有権に関する条約について TRIPS 協定 35 条などを参照。 
18 SPS 協定 3 条 1 項および附属書 A3 参照。 
19 TBT 協定 2 条 4 項および附属書一 4 参照。 
20  たとえば、加盟国の SPS 措置が参照される国際基準に基づいているか、また
は適合している場合には、SPS 協定または 1994 年の GATT に適合しているもの
と推定される。SPS 協定 3 条 1 項および 2 項参照。   9
て働くことは自明であろう。そこでの適用法は、ほとんどの場合、実際上明ら











   
                                                  
21  See Pauwelyn(2005), supra note  ８, at 1410.   
22  See id. See also Trachtman(2005), supra note 8, at 135; Lindroos and 







重要であるとする。Questions of Interpretation and Application of the 1971 
Montreal Convention Arising from the Aerial Incident at Lockerbie(Libya v. 
U.S.), Provisional Measures, 1992 ICJ Rep. 114, para. 42(April 14), cited by 
Pauwelyn(2005), supra note 8, id. and n. 22. 彼はさらに次のように付け加える。
すなわち、もちろん（対象協定にのみ明示的に言及する）DSU7 条と ICJ が適用
しうる 4 つの国際法の法源に明示的に言及する ICJ 規程 38 条との間には違いが
存在する。しかしながら、規程 38 条に明示的に言及されるこれら 4 つの法源が
ICJ において適用可能な法を言い尽くすものではないことを実行が示してきた。
たとえば、それらは、国家の一方的行為や国際機関の行為を含んでいない。それ
ゆえ、DSU7 条と ICJ 規程 38 条はその点では異ならない。両者はともに適用可
能な法を言い尽くしてはいない。Pauwelyn(2005), id., n. 22. 




ではないと主張する。See id, at 1411. See also Lindroos and Mehling, supra 
note 8, at 861.   10
  ３．適用法としての「解釈に関する国際法上の慣習的規則」 
 
上述のように、DSU3 条 2 項は、対象協定以外の国際法として「解釈に関
する国際法上の慣習的規則」 がパネルや上級委員会における適用法となること
を示唆する。 WTO の判例は、 条約法に関するウィーン条約(ウィーン条約法条
約)31 条および 32 条がそのような「解釈に関する国際法上の慣習的規則」を
法典化したものであることを確認し、それらを適用法として認めてきた。 
たとえば、 上級委員会は、 まさにその最初の報告書となった米国の精製ガソ
リン事件報告書24において、ウィーン条約法条約 31 条 1 項の「解釈に関する
一般的な規則」が「慣習または一般国際法の規則たる地位」を獲得したことを
確認した。上級委員会は、DSU3 条 2 項によって GATT やその他の対象協定
の規定を明確化しようとする際にこれらの規則を適用するよう命じられてい
ると述べている25。そして、頻繁に引用される次のような意見を表明した。 
「その命令は、一般協定［GATT］が国際法から隔離されて(in clinical   
isolation)解釈されるべきではないことの一定の承認を反映する。26」 










                                                  
24  United States – Standards for Reformulated and Conventional Gasoline, 
WT/DS2/AB/R(1996). 
25  Id., at 16. 
26 Id. 
27  Id. at 21-22. 
28  European Communities – Measures Concerning Meat and Meat Products 
(EC – Hormones), WT/DS26/AB/R, WT/DS48/AB/R(1997), at para. 165 and n. 
154.  実際、本件で、上級委員会は、この原則を『 「解釈の補足的な手段」として
国際上広く承認された・ ・ ・解釈原則』 であるとして、 その内容について Jennings 
and Watts(eds.), Oppenheim’s International Law, 9th ed., Vol. 1(1992), at 1278  11





DSU3 条 2 項における「解釈に関する国際法上の慣習的規則」の文言は、
DSU が WTO 法以外の国際法に言及する唯一のものである。このことから、3







用されると主張する。その結果、DSU3 条 2 項が「解釈に関する国際法上の
慣習的規則」に明示的に言及したのは、ex abundante cautela（十分な用心か
ら） の確認であって、 このような確認は他のすべての国際法を排除することを




                                                                                                                                   
から次の表現を引用するとともに、 さらに多数の判例および学説を引用している。
Id.  
  「in dubio mitius の原則は条約の解釈において国家主権を尊重して適用される。  
  ある文言の意味が不明確であるとき、義務を負う当事国により負担とならない 
  意味、または、当事国の領域的および人的最高性に対する干渉がより少ない意 
  味もしくは当事国に対して課される一般的制限がより少ない意味が採用される 
  べきである。 」    
29  United States – Restrictions on Imports of Cotton and Man-Made Fibre 
Underwear, WT/DS24/R(1996), at para. 7.20. 
30  Brazil – Export Financing Programme for Aircraft, WT/DS46/R(1999), at 
paras. 7.39-7.41; Turkey – Restrictions on Imports of Textile and Clothing 
Products, WT/DS34/AB/R(1999), at paras. 9.92-9.95; Indonesia – Certain 
Measures Affecting the Automobile Industry, WT/DS54/R, WT/DS55/R, 
WT/DS59/R, WT/DS64/R(1998), at paras. 14.28-14.34. 
31  See Lindroos and Mehling, supra note 8, at 869. 
32  See Pauwelyn(2005), supra note 8, at 1407.   12
有していたとすれば 「解釈に関する」 という限定的な文言を削除したはずであ
るという33。 




反対解釈(a contrario implication)のためのいかなる根拠も見出しえないこ 
とにも留意すべきである。3 条 2 項の文言は、この点で、とくに交渉経緯へ 
の依拠が慣習法の条約解釈規則の要件に反すると主張される方法で利用さ 
れたという趣旨の GATT の下で生じた特別の問題に適用されるものである。  
35」 
そして、さらに続けて、 
「われわれは、DSU3 条 2 項はわれわれが特定の紛争の文脈の中で解釈に 












る一般国際法 （ウィーン条約法条約 48 条） であり、 いずれもパネルのいう 「条




                                                  
33  See Trachtman(2005), supra note 8, at 137-138.   
34  Korea – Measures Affecting Government Procurement, WT/DS163/R(2000). 
35  Id., at para. 7.96, note 753. 
36  Id., at para. 7.96.   13
程がどこまで及ぶのかは必ずしも明らかではない37。 
Lindroos and Mehling は、 パネルや上級委員会が従来の紛争案件において適
用法として実際にどのような法を認めてきたのかを検討し、 確かに WTO 法以
外の一般国際法の適用が認められるが、 それはけっして無条件ではなかったこ
とを指摘している38。彼らによれば、パネルや上級委員会による他の一般国際










(representation)47、la compétence de la compétence (管轄権の存否を決定す
る管轄権)48、立証責任49、国内法の取扱50、amicus curiae（法廷の友）ブリー
                                                  
37  See Lindroos and Mehling, supra note 8, at 875. 
38  See id., at 876. 
39  Canada – Terms of Patent Protection, WT/DS170/AB/R (2000), at paras. 
71-74. 
40  European Communities – Measures Affecting the Importation of Certain 
Poultry Products, WT/DS69/AB/R (1998), at para. 79; Japan – Measures 
Affecting Consumer Photographic, WT/DS44/R(1998), at para. 10.65; EC – 
Hormones, supra note 28, at para 51. 
41  Turkey – Clothing Products, supra note 30, at para. 9.181. 
42  Korea – Measures Affecting Government Procurement, supra note 34, at 
paras. 7.123-7.126. 
43  EC – Poultry Products, supra note 40, at para. 79. 
45  Brazil - Export Financing Programme for Aircraft, supra note 30, at para. 
3.10. 
46  Lindroos and Mehling, supra note 8, at 869-871 and 876. 
47  European Communities – Regime for the Importation, Sale and 
Distribution of Bananas, WT/DS27/AB/R (1997), at para. 10. 
48  United States – Anti Dumping Act of 1916, WT/DS136/AB/R (2000), at para. 
54, n.30. 
49  United States – Measures Affecting Imports of Wool Shirts and Blouses 
from India, WT/DS33/ AB/R (1997), at 14. 
50  India – Patent Protection for Pharmaceutical and Agricultural Chemical   14
フの扱い51、司法経済52などである53。いずれも手続法としての性質を持つも
のとされる。 
そして、 第 3 のパターンは同じく一般国際法原則を適用するものであるが、
対抗措置に関する国家責任54、行為の帰責55などである56。 







国際法の原則ではあるが、同時に「法の一般的概念(general conception of law)」








体的な非 WTO 法は今日まで、WTO 内部の実体法とともに、またはそれを覆す
ものとして適用されたことはなかったことを指摘する57。 




                                                                                                                                   
Products, WT/DS50/ AB/R (1998), at paras. 102-110. 
51  United States – Import Prohibition of Certain Shrimp and Shrimp Products, 
WT/DS58/AB/R (1998), at paras. 102-110. 
52  US – Wool Shirts and Blouses, supra note 49, Section VI. 
53  See Lindroos and Mehling, supra note 8, at 871-72 and 876 
54  EC – Banana, supra note 47, at para. 6.16.   
55  Turkey - Clothing Products, supra note 30, at paras. 9.33-9.44. 
56  See Lindroos and Mehling, supra note 8, at 872 and 876. 














の均衡性要件などの国家責任原則、(iii) la compétence de la compétence、立
証責任、およびデュー・プロセスなどの司法的解決規則がある。これらは、上












                                                  
58  See Pauwelyn(2005), supra note 10, at 1410. 
59  See id., at 1414. 
60 Trachtman によれば、 この言葉は、 英米法の用語法では、 解釈(interpretation)
と異なり、文書の文言に明示的に述べられていない問題について当事者の意思を
決定することである。See Trachtman(1999), supra note 8, at 339. 
61  US – Wool Shirts and Blouses, supra note 49. 






























                                                  
63  ただし、岩沢は、パネルや上級委員会による一定の手続的性質を持つ一般国際
法の援用を、直接適用しているというより WTO 法の解釈基準として利用してい
るように見えるとしている。岩沢(2003)、前掲注 8、25 頁参照。 









てしまう。ウィーン条約法条約 30 条および 41 条についても同様のことが当




更しうることになる。たとえば、ポスト 1994 年の MEA は 1994 年 GATT の










国が当事国となっている非 WTO 条約を援用することができるとすれば、 パネ
ルや上級委員会はそのような非 WTO 条約に基づく防御を可能なものとして
認容すべきであるという66。なお、ここで留意すべき点は、Pauwelyn が援用
                                                  
65  See id., at 1415. 
66  See id., at 1416. Pauwelyn は、以上の主張をエビ・カメ 21.5 条事件（履行審
査事件）U.S. – Shrimp: Recourse to Article 21.5 of the DSU by Malaysia, 
WT/DS58/AB/RW (2001)を例にとり、具体的に次のように説明している。この事
件で、米国は、WTO 規則に適合的であるためには、他の WTO 加盟国とウミガ
メの保護に関して条約締結かまたはその交渉努力をすべきであった。 したがって、
もし米国とマレーシアの間に 2 国間条約が成立していれば、それ以前に認定され  18
を許容すべきとする非 WTO 条約は、 あくまで紛争当事国双方を拘束する条約
でなければならないことである。 このことは、 本稿の文脈でいえば、 ある MEA
に基づく貿易制限措置について WTO 対象協定違反を申し立てる国が、当該
MEA の非当事国である場合には、 被申立国、 すなわち措置発動国は当該 MEA
を防御として援用できないことを意味することになる。Pauwelyn が MEA を




うことである。Pauwelyn は 3 つの場合を想定する67。 
第 1 に、WTO 法が沈黙している分野では当該非 WTO 法が補完的に適用さ
れることになるという。しかし、第 2 に、WTO 法が非 WTO 法である一般国
際法を明示的に排除している(contracting out)場合には、WTO 法が優先的に
適用されるべきであるとする。 彼は、 そのような例として、 改正に関する WTO
設立協定 10 条がウィーン条約法条約の条約の解釈に関する規定を排除してい
ること、 および DSU が紛争解決および国家責任に関する一般国際法の規則を
排除していることを挙げている。 これらの WTO 法は、一般国際法の規則に対
して時間的に後法であるとともに国家意思のもっとも明示的な表明として特
別法でもあることが優先適用の根拠とされる68。ただし、Pauwelyn は、非







67  See id., at 1417-19. 








  「これらの条文は、 国際違法行為の存在条件または国家の国際責任の内容もしく
は実施が国際法の特別規則によって規律される場合には、かつその限りで、適用
されない。 」   19
WTO 法である一般国際法がユス・コーゲンスであるか、または WTO 設立協
定の成立後に確立したものである場合には、 そのような一般国際法が優先的に
適用され、WTO 法はその限りで適用されないとする69。 
第 3 に、WTO 法が非 WTO 法、とくに特定の非 WTO 条約規則を明示的に
は排除しておらず、その内容が WTO 法と矛盾抵触する場合には70、必ずしも
WTO 法を自動的に優先させるべきではなく、さらに次の方法によるべきであ
るとする。まず、WTO 法自体は、国連憲章 103 条のように WTO 法を常に優
先させるという規定も、また、国連海洋法条約 311 条のような一般的な抵触
規定も含んでいないので、 当該非 WTO 法に抵触規定があればそれによる。 そ
のような抵触規定も存在しなければ、一般国際法の抵触規定である lex 
posterior（後法優先原則、ウィーン条約法条約 30 条 3 項、4 項および 59 条）
および lex specialis （特別法優先原則） によることになる。 その結果、 Pauwelyn
によれば、 非 WTO 法が優先する場合にはパネルや上級委員会は対象協定に基
づく申立を棄却すべきであるとされる。したがって、たとえば、被申立国によ
り防御として援用された MEA がある事項に関して WTO法よりより詳細であ
り、または時間的により新しいものである場合には、当該 MEA が WTO 法に
優先して適用されることになり、WTO 違反の申立は棄却されることになる。







                                                  
69  ウィーン条約法条約 53 条により、ユス・コーゲンスに抵触する WTO 法は無
効となる。 






の場合相互補完的であるからであるとされる。 See   Pauwelyn(2005),  supra note 
8, at 1417. 





貿易制限が GATT11 条によって禁止され、 かつ GATT20 条によっても正当化
されない場合には、当該 MEA と WTO 法との間に「抵触」が存在するとする
のである73。したがって、そのような場合には、上述のように、国際法の抵触
規則によって当該 MEA と WTO 法のいずれが優先適用されるかを判断するこ
とになる。このように「抵触」の定義を広く解すると、WTO の紛争解決手続
において非 WTO 法が適用法となりうるかという問題はよりいっそう深刻な
問題として提起されることになり、これを肯定する Pauwelyn の主張は WTO
法と非 WTO 法の間の広い意味での 「抵触」 を解決する方法として真価を発揮
することになる74。 
                                                  
72  たとえば、Jenks は、立法条約の抵触について次のように述べている。 
  「･･･立法条約間の抵触は、 異なる条約文書の義務の同時的な遵守が不可能であ 
  るときにのみ発生する。 ･･･一方の条約の義務が他方の条約の義務より厳格であ 
  るが、両立不可能ではないとき、または他方の条約によって与えられた特権ま 
  たは裁量を行使することを差し控えることにより一方の条約の義務に従うこと 
  が可能であるとき、抵触は存在しない。 」See Wilfred Jenks, The Conflict of 
Law – Making Treaties, 30 The British Yearbook of International Law 
425(1953). 

















の場合には、とくに規範の「抵触」を広く解すべきであるとされる。See id.   21
第 2 に、Pauwelyn は、DSU3 条 2 項および 19 条 2 項が WTO 法を優先さ
せる一般的抵触規定ではないことを主張する75。DSU3 条 2 項末文は、「紛争
解決機関の勧告及び裁定は、対象協定に定める権利及び義務に新たな権利及び義
務を追加し、又は対象協定に定める権利及び義務を減ずることはできない」と規
定し、DSU19 条 2 項も同様の文言を含んでいる76。 学説の中には、 この DSU3
条 2 項末文は WTO 法と他の国際法の関係を扱う一般的抵触規定として WTO





によれば、したがって、DSU3 条 2 項のこの文言は、やはり ex abundante 
cautela（十分な注意からの）ものであって、WTO 司法機関の解釈機能を扱
うものであり、適用法や規範の抵触を扱うものではないとされるのである。 
以上が、対象協定に基づく申立に対する防御において WTO 法以外の MEA
やその他の実体国際法の援用を認め、 したがって、 これらの国際法を適用法と
すべきであるとする Pauwelyn の所説の概要である。 
しかしながら、Pauwelyn の所説に対しては、上述のように DSU3 条 2 項
の解釈について彼と真っ向から対立した Trachtman  がやはり痛烈な反対論
を展開している。彼の所説はおよそ次のようなものである78。 






そのような証拠として Trachtman は、1947 年 GATT 時代には他の国際法が
                                                  
75  See id., at 1421-23. 
76 DSU19 条 2 項は、次のように規定する。 
「小委員会及び上級委員会は、第 3 条２の規定に従うものとし、その認定及び 
勧告において、 対象協定に定める権利及び義務に新たな権利及び義務を追加し、  
又は対象協定に定める権利及び義務を減ずることはできない。 」 
77  See Bartels, supra note 8, at 506-08. 
78  See Trachtman(2005), supra note 8, at 135-140.   22
GATT の紛争解決手続に適用されるとは考えられていなかったため、WTO 協定
の交渉担当者が WTO 法と他の国際法の分離を想定しており、DSU3 条 1 項およ









彼はまた、DSU3 条 4 項、3 条 5 項、3 条 7 項、3 条 8 項、19 条 1 項、22











強制的管轄権を受諾したとは判断されず、DSU7 条 1 項のこのような解釈は同 2








                                                  










ていると批判する。こうして、Trachtman はもっぱら WTO 法だけが WTO の紛
争解決手続において適用可能な法であると主張するのである。 





















                                                  




























                                                  
81  See Pauwelyn(2005), supra note 8, at 1425. 
82  前掲注 9 参照。 










Pauwelyn の理論はむしろ実際的なものとし注目すべきものとなるかもしれない。  
 
なお、 本稿では、 WTO の紛争解決手続において WTO 法が解釈される際に MEA
を含む非 WTO 法が参照されるという重大な側面は取り扱わなかった。この側面
については、すでにいくつかの先行研究89が存在するが、筆者自身の実証的研究
は他日を期したいと思う。 WTO 紛争解決手続における MEA の位置づけについて
総括的な結論を得るためにはそのような研究が不可欠であろう。 
 
                                                  





 「 ･ ･ ･ WTO 司法機関の任務を拡大し、国際法の全面的な適用を義務づけること 
  が望ましいだろうか。WTO 司法機関の任務は WTO 法に関して権威のある解 
  答を与えることであるとすることが、むしろ WTO 紛争処理の信頼性と実効性 
  を高めることに資するのではないか。 ･･･適用法は WTO 法とするのが賢明であ 
  ると思われる。 」同上参照。 
89  See Marceau(1999), supra note 8. 